
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記 (ａ )～ ( )：
(ａ )　 ルタネータ（１１）を駆動するエンジン (１０ )、
(ｂ )　 オルタネータ（１１）に 接続
された少なくとも一つの電気駆動モータ 、
(ｃ )　ドライバーが操作可能なアクセル制御装置ＣＡ、
(ｄ )　エンジンに作用するアクチュエータ （１５）、
(ｅ )　少なくとも所望トルクが電気駆動モータの最大トルクに達した時に アクチュエ
ータＰＰの位置を アクセル制御装置ＣＡの位置の関数で一定限界 制御する制御装置
（３２）

　車両速

　 出力シャフトの所で得られる動
力を実際のエンジン速度の関数 ことを特徴とする直列ハイブリッド車両用駆動伝
達系
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ｅ
オ
上記 電線路（１２）とインバータ（２２）とを介して

（２１）

ＰＰ
上記

上記 に

を有し、上記インバータ（２２）は電気駆動モータ（２１）を所望トルクで運転させる、
直列ハイブリッド車両用駆動伝達系において、

度と制御パワーＰとを関数として上記の所望トルクを所定サンプル周期で連続的
に計算する推進トルクの制御ユニット（３１）をさらに有し、

上記制御パワーＰは下記式に従ってエンジン（１０）の
で求める

：



【数１】
　
　
　
　

【請求項２】
　

車両を加速しようとしてアクセル制御装置 CAに急速に作動したときに
再び上記 「 Dyn.Adjust.」 迅速 請求項 に記載の駆動

伝達系。
【請求項３】
　 「 Adjustment」 「
Dyn.Adjust.」と 「 Min.Adjust.」との間に 請求項 に記
載の駆動伝達系：
【数２】
　
　
　
　
（ここで、
「ｖ」 瞬間車両速度、

）
【請求項４】
　 パラメータの「 Adjustment」を下記の式で計算する請求項１に記載の駆動伝達
系：
【数３】
　
　
　
　

ここで、
「ｖ」 瞬間車両速度

、
【数４】
　
　
　

　アクセル制御装置ＣＡの位置の時間に対する一次導関数が負またはゼロであるときには
Ｄ＝０、アクセル制御装置ＣＡの位置の一次導関数が正であるときにはＤ＝一次導関数の
値、
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(ここで、
「Ｐ max」はエンジンの最大パワー値
「 Speed」は計算時のエンジン速度、
「 Idling speed」はアイドリング時のエンジン速度、
「 Max.Speed」は最大パワー時のエンジン速度、
「 Adjustment」は操作パラメータ）

上記操作パラメータ「 Adjustment」は常に動的制御を確実に行うために選択される最大
値「 Dyn.Adjust.」からドライバーが加速をしていないときの経済値「 Eco.Adjust.」へ向
かい、ドライバーが
は 最大値 へ に戻るようになっている １

上記操作パラメータ が動的制御を確実に行うために選択される高い値
下記の式で計算される低い値 ある １

は
「 Eco.Adjust.」はドライバーが加速をしていないときの操作パラメータの経済値、
「 Speed threshold」は瞬間車両速度の上限値

上記操作

［
は 、

「 Eco.Adjust.」はドライバーが加速をしていないときの操作パラメータの経済値、
「 Speed threshold」は瞬間車両速度の上限値

（ここで、



　
　ｋ は１
【請求項５】
　

アクセル制御装置ＣＡが所定閾値より低いときには上記制動制御ユニット（
１４） 起動され 所望の制動トルクＣを電気モータへ送り且つアクチュエータＰＰをア
イドリング位置にするように制御ユニットに命令 請求項１～ のいずれか一項
に記載の駆動伝達系。
【請求項６】
　アクセル制御装置ＣＡの上記所定閾値が車両速度に比例する請求項 に記載の駆動伝達
系。
【請求項７】
　 電気エネルギー吸収装置が電気エネルギーを蓄積する手段からなり、アクセル制御
装置ＣＡから車両加速要求が出た時に、制御装置（３２）は先ず最初にバッテリを空にし
、その後にアクチュエータＰＰを作動させる請求項 に記載の駆動伝達系。
【請求項８】
　アクチュエータＰＰを制御する手段が各 下記の式で 限界
を計算する請求項 ～ のいずれか一項に記載の駆動伝達系：
　スロットル位置限界値＝最大スロットル位置－ｋ （Ｐ t h d－Ｐ a－Ｐ t）

　
　 、
　
【数５】
　
　
　

　

【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は直列ハイブリッドモータ駆動式の路面走行車両に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
　この方式の直列ハイブリッドモータ駆動式の車両では熱エンジンが電気オルタネータを
駆動し、このオルタネータが熱エンジンのシャフトで得られる機械エネルギーを電気エネ
ルギーに変換する。この電気エネルギーは車両の駆動車輪に機械的に連結された電気駆動
モータに供給される。
　並列ハイブリッドモータ駆動式の車両ではエンジンと電気モータの両方が駆動車輪に機
械的に連結され、両方のトルクが加え合わされて駆動車輪を駆動するが、直列ハイブリッ
ドモータ駆動式の車両では熱エンジンは車輪に機械的に連結されていない。
　従来のモータ駆動式車両のドライバーは従来法で周知のアクセル制御および制動制御に
慣れており、これらの制御は高度に発達し、優れた応答性を有している。本明細書で「従
来のモータ駆動」という表現は熱エンジン、手動の変速機または自動変速機を用いた駆動
方式を意味する。この従来のモータ駆動に慣れたドライバーが混乱しないようにするため
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「 Max.accelerator position derivative」はアクセル位置一次導関数の最大値
の最大値 ）］

制動制御ユニット（１４）を介して上記電線路に電気エネルギー吸収装置がさらに接続
されていて、

が て
が送られる ４

５

上記

５

サンプル時に スロットル位置 値
１ ７

×
（ここで、

Ｐ t h dは実際に使用可能なパワー
Ｐ aは駆動に使用されない追加のパワー
Ｐ tは車両の駆動に使用されるパワー、

（ここで、
アクセル制御装置ＣＡの位置の時間に対する一次導関数が負またはゼロであるときには

Ｄ＝０、アクセル制御装置ＣＡの位置の一次導関数が正であるときにはＤ＝一次導関数の
値、
　「 Max.accelerator position derivative」はアクセル位置一次導関数の最大値
　ｋの最大値は１）



には、ハイブリッド車でもそれとほぼ同じ状態で運転できるようにするのが望ましい。そ
の場合の問題は、ドライバーのアクセルペダルに対する動作 (より一般的にはアクセルペ
ダルおよび制動ペダルに対する動作 )をエンジンから始まり電気駆動モータで終わる駆動
伝達系を調整するための正しい動作に変えることができるか否かである。
【０００３】
　オルタネータと電気モータとの間に緩衝器として電気充電バッテリを取付けることは周
知である (特に、エンジンを切った状態で電気モードのみで駆動できるようにする場合 )。
この場合にはエンジンの調整と電気駆動モータの制御（電気的な意味での制御）とを独立
させることができ、電気バッテリからエネルギーを取り出す電気モータのトルクの制御に
特に問題はなく、ドライバーは進歩した優れた応答性を有するアクセルペダルを操作して
制御をすることができる。
【０００４】
　しかし、電気バッテリの使用には種々の問題がある。すなわち、バッテリは蓄積される
電気エネルギーの量に比べて重量が重くなる。その結果、車両重量が重くなり、加速時の
エネルギー浪費の原因になる。さらに、車両の動的挙動に問題が生じ のは言うまでもな
い。この問題は大型車両の場合にさらに重大になる。さらに、バッテリにはメンテナンス
および環境に問題がある。すなわち、リサイクルが困難な多くの汚染物質が含まれている
。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
　本発明の目的は、ドライバーが進歩した応答性に優れたアクセル制御ができ、場合によ
っては電気バッテリ無しでも運転が可能な直列ハイブリッド駆動伝達系を提供することに
ある。
　電気エネルギーを蓄積する装置（バッテリ）が全く無い場合には、要求を満たすのに必
要な電気エネルギーを過不足なく発生させることができなけれ ならない。従って、問題
はエンジンの失速または空転を避けながら、電気駆動モータに要求されるトルクを得るこ
とができるか否かであり、しかも、それを従来の熱エンジン車両での進歩した応答性に優
れたアクセルペダルの制御手段にできるだけ近い手段でできるか否である。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
　本発明は下記 (ａ )～ (ｆ )を有する直列ハイブリッド車両用駆動伝達系を提供する：
(ａ )　出力シャフトの所で 動力 が得られるエンジンによって駆動されるオルタ
ネータ、
(ｂ )　電気駆動力を伝達する電線路と電気駆動モータを所望トルクで運転させるインバー
タとを介して上記オルタネータに接続された少なくとも１つの電気駆動モータ、
(ｃ )　ドライバーが操作可能なアクセル制御装置ＣＡ、
(ｄ )　エンジンに作用するアクチュエータ、
(ｅ )　少なくとも所望トルクが電気駆動モータの最大トルクに達した時にアクチュエータ
の位置をアクセル制御装置の位置の関数で一定限界まで制御する制御装置、
(ｆ )　上記の所望トルクを車両速度の関数かつ実際のエンジン速度の関数でエンジンの出
力シャフトで得られる 動力 を評価する制御 Ｐの関数で連続的に計算して
車両の推進トルクを制御するためのユニット。
【０００７】
【発明の実施の形態】
　本発明のエンジンはアクセルペダル等の可変制御が可能な任意形式のエンジンである。
例えば周知のディーゼルエンジンでは燃焼室に噴射される燃料の量を制御する。ガソリン
エンジンでは燃焼室に送る空気の量を制御する。本発明がこれらのエンジンに限定される
ものではない。ディーゼルエンジンの燃料噴射制御装置およびガソリンエンジンのスロッ
トル制御装置が本発明の「アクチュエータＰＰ」である。
【０００８】
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パワー（ ）

パワー（ ） パワー



　電気駆動モータは１つまたは複数の電気駆動モータにすることができる (例えば車両の
各車輪に１つの電気駆動モータ )。電気駆動モータが複数の場合の「所望トルクＣ」は、
全てのモータに対するトルクを組合せた全体であり、本発明ではモータ間のトルク分布の
問題は考慮しない。電気駆動モータは回転シャフトのトルクを振幅および符号で制御可能
な形式のモータである。例えば磁束集束式の永久磁石同期電動機（ＰＭＳＭ）を使用する
。
　オルタネータは例えば電気駆動モータで説明したのと同じ形式の電気機械を使用する。
このオルタネータはエンジンの出力シャフトで得られる機械的エネルギーを電気エネルギ
ーに変換する。この電気エネルギーはオルタネータから給電される電線路に接続された電
気的負荷によって消費される。
【０００９】
　制御 Ｐはエンジンから生じる利用可能な Ｐ t h dの評価から来る。この制御

Ｐは実際に利用可能な Ｐ t h dと正確には一致しない。実際の速度Ｒを関数と
する制御 の各種の曲線を以下で示すが、これらの曲線はアクチュエータＰＰの種々
の位置において利用可能な Ｐ t h dに対する真の曲線と重ねて示してある。制御

Ｐは実体より大きいまたは小さい近似から得られるので、実際のエンジン速度Ｒの関数
として特定の動力を出力するエンジンの動作ポイントは実際に利用可能な Ｐ t h dと
、オルタネータに接続された負荷によって電気の形で消費される 電力 との平衡
に必ずしも一致しない。所望トルクＣの計算は一連の繰返し (iteration)で行う。エンジ
ンから供給される動力と電気の形で消費される電力との間に差がある限り、エンジン速度
が変化し、従って実際に利用可能な Ｐ t h dの評価が変る。次の繰返しで制御ユニッ
トが所望のトルクＣの計算を行うことによって所望のトルクＣの新しい値を求め、それに
よって種々の がオルタネータに接続された負荷によって消費され、それによって上
記の差が縮まり、差がなくなる。
【００１０】
　以下、実際の速度Ｒの関数としての制御 曲線（以下、単に「制御曲線とよぶ」）
を選択して、オルタネータに接続された負荷によって消費される を利用可能な

とバランスさせる方法を説明する。
【００１１】
　本発明の１つの観点から、ドライバーが操作可能なアクセル制御装置ＣＡは電気駆動モ
ータの所望トルクＣに直接には作用するのではなく、エンジンに作用するということを指
摘しておく。電気駆動モータの所望トルクＣはエンジンの実際の動作に自動的に合わされ
る。すなわち、アクセル制御装置ＣＡはアクチュエータＰＰに直接作用する。過度に強い
電流が流れると電気モータが破壊されてしまうため、電気駆動モータに吸収されるトルク
は必ず制限しなければならないため、アクチュエータＰＰは電気駆動モータに吸収される
トルクを考慮する。すなわち、車両の移動速度が遅いときには飽和（電気モータおよびイ
ンバータに許容可能な最大電流）は低 レベルで達成される。エンジンの空転を防ぐ
ためには、ドライバーから来る加速要求を制限するのが望ましい。アクチュエータＰＰの
制御をドライバーが直接操作するアクセル制御装置ＣＡに例えば比例するようにリンクで
きるのは電気モータが飽和以下の場合のみである。
【００１２】
　電気エネルギーを電線路で得られる限り、電気駆動モータ以外の種々の電気的負荷を接
続することができるということも理解できよう。他の電気的負荷が一時的に大きな電力 (
場合によっては電気駆動モータ以上の電力、さらには利用可能な電力以上の電力 )を吸収
してもよい。この場合には以下で説明する調節原理に合うように種々の調節をするのが望
ましい。
　上記以外の要求、例えばエンジン消費量の低下、その他を改良する方法は、添付図面を
参照した以下の説明から明らかになるであろう。なお、本発明が下記実施例に限定される
ものではない。
【００１３】
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【実施例】
　［図１］にはガソリンエンジン１０と、インテークマニホルド内のスロットルの位置を
制御するアクチュエータ１５とが示されている。このエンジンがオルタネータ１１を駆動
する。オルタネータが供給す電気エネルギーは整流器１３、電線路１２およびインバータ
２２を介して４つの電気駆動モータ２１に分配される（１つのモータ２１に対して１つの
インバータ２２）。電線路１２には電気エネルギー吸収装置１４が接続されている。
【００１４】
　車両の電気駆動伝達系（電気モータ２１の駆動トルクまたは制動トルク）を含めた各種
機能は中央処理装置３０によって管理される。この中央処理装置３０は電気モータ２１の
推進トルク（Ｆ）を制御するユニット３１と、スロットルＰＰの位置を変えるアクチュエ
ータ１５を制御してエンジン１０の出す 動力 （Ｅ）を変える電子装置３２とを
備えている。車両の推進トルクを制御するユニット３１は選択されたサンプル周期で上記
の所望トルクを計算する。中央処理装置３０は各種パラメータを評価するための信号、例
えばアクセル制御装置ＣＡ（ドライバーが使用可能なアクセルペダル、その他の制御装置
）の位置を反映する電位差計４０、スロットルＰＰの位置を反映するセンサ４１、車両速
度ｖを出力するセンサ４２、エンジン速度Ｒを出力するセンサ４３、各種温度センサ４４
、車両の油圧制動回路の圧力を出力するセンサ４５からの信号を受信する。なお、上記装
置が全てではない。
【００１５】
　実際の車両では、エンジンからの 動力 は他の周辺機器によって吸収される。
本発明では、オルタネータを介してクランクシャフトから動力を引き出すので、エンジン
のクランクシャフトから直接、機械的動力を引き出すか、電線路１２から電力を引き出す
かはほとんど重要ではない。これらの周辺機器の中には中央処理装置３０によって管理で
き、それによってエンジン速度が変更可能になる前であってもアクチュエータ１５を制御
するための装置３２で消費された の変化を考慮することができるという利点がある
ということを指摘しておく。
【００１６】
　電気駆動モータ２１はレゾルバー型の角度位置センサを備えた３相同期電動機であり、
推進トルクを制御するためのユニット３１の制御下でインバータ２２によって制御される
。この電子装置はトルク値を用いてモータを制御するように構成されている。従って、駆
動組立体を駆動装置および制動装置として使用することができる。
　アクチュエータ１５は基本的にエンジンのスロットルに連結された小さいＤＣ電気モー
タで構成される。このモータは位置センサ４１（電位差計）によって電子装置によって管
理され、スロットルの位置を連続制御する。スロットル位置は電気駆動モータの所望トル
ク（負のトルクでもよい）に依存し、さらに周辺機器の追加の消費量の関数に合わされる
。
【００１７】
　各要素はＣＡＮ（登録商標）バス（ Controller Area Network）５０によって互いに接
続され、それによって回路網のマスターとして選択された中央処理装置３０は電気モータ
２１によって駆動される車輪の速度およびインバータ２２からの動作の診断結果を受信で
き、所望のトルクＣをインバータ２２へ伝達することができる。
　以下、駆動伝達系の操作の管理方法を説明する。アクセルペダルの位置を出力するセン
サ４０は以下の３つの機能を実行することができる信号を出力する。すなわち、通常加速
、可能最大限のアクセル（自動変速機を備えた従来の車両でのいわゆる「キックダウン」
位置に相当）およびエンジンブレーキである。ここではエンジンブレーキモードでの動作
の説明は省く。
【００１８】
　 [図２ ]を参照すると、スロットルの種々の位置での安定状態のエンジンの実際の

動力）Ｐ t h dを表す一組の曲線が示されている。これらの曲線は乗用車のガソリンエン
ジンの実際の代表的な特性である。中央処理装置３０はこれらの実際の特性を代表するプ

10

20

30

40

50

(6) JP 3790964 B2 2006.6.28

パワー（ ）

パワー（ ）

パワー

パワー
（



ログラムされた命令は全く持っていない。 [図２ ]にはさらに、電気駆動用の制御曲線Ｐ（
制御 ）が示してある。この曲線は推進トルクを制御するためのユニット３１にプロ
グラムされた命令を示している。
【００１９】
　様々な状況を調べてみることにする。これらの状況は駆動モータの電流飽和からかけ離
れていない任意の安定状態があると仮定し、周辺機器によるエネルギー消費は無視する。
これらの条件下では、スロットルの位置が一定である場合に、エンジンによって一定の

動力 が供給され、この 動力 はこの系を平衡状態にするために電気駆動
モータ２１によって消費されなければならない。例えば、３１００回転／分且つ４０％の
スロットル開度ではエンジンは１８０００ワット（動作ポイント（１））を供給し、この
利用可能な 動力 を車両速度で割ったものが系を平衡させる所望のトルクＣであ
る。
　利用可能な 動力 と、制御された所望トルクＣで得られた消費 とが等し
くない場合にはエンジン速度が変化する。 [図２ ]に見られるような制御曲線Ｐでは自己平
衡性があることが注目される。
【００２０】
　出発点は上記の操作ポイント（１）であると仮定する。アクセルペダルを押し下げると
、制御装置３２はスロットルをさらに開けるようにアクチュエータ１５に命令する。具体
的には、ドライバーのアクセル動作でスロットルが６０％の開度に調節される場合、３１
００回転／分の初期速度で、エンジンは実際に２７０００ワットを供給する（操作ポイン
ト（２））。駆動によって消費される がまだ変化していない状態である初期の瞬間
では、駆動によって消費される はエンジンから供給された 動力 よりも小
さい。従って、エンジン１０の速度が上がる。速度が上がると、電気駆動に対する制御曲
線Ｐによって決定されるように計算されたトルクＣの所望の値も自動的に大きくなる。電
気駆動モータ２１によって吸収されるべき 電力 が新しい値になり、それによっ
て車両速度の点から即時に新しい所望のトルクＣが与えられる。エンジンは３８００回転
／分の速度（開口ポイント（３）、制御曲線Ｐと、スロットル開度が６０％のエンジンの
実際の特性曲線との交差点）で安定化し、この速度で、駆動によって消費される と
エンジンから供給される 動力 すなわち３１０００ワットとが等しくなることが
わかる。
【００２１】
　スロットルの位置が４０％の開度に戻った場合を考える。３８００回転／分の初期速度
で、エンジンは今度は２１０００ワットしか供給できない（開口ポイント（４））。駆動
によって消費される がエンジンから供給される 動力 よりも大きいままで
ある状態では、エンジンは回転を緩め、３１００回転／分の速度（開口ポイント（１）、
制御曲線Ｐと、スロットル開度が４０％のエンジンの実際の特性曲線との交差点）で安定
化し、この速度で、駆動によって消費される とエンジンから供給される 動
力 すなわち１８０００ワットとが等しくなる。
【００２２】
　この原理によって、実際に利用可能なときにだけ は消費され（エンジンが失速ま
たは空転しない）。 [図２ ]に示すような電気駆動の場合の制御曲線Ｐでは、エンジンの実
際の特性（時間の経過とともに特に磨耗の関数で変化する）を知らなくても、スロットル
の各位置で、上記制御曲線Ｐ上に単一の操作ポイントがあるので駆動伝達系の動作は安定
である。換言すれば、アクチュエータＰＰの全ての位置において、選択された制御
曲線Ｐは実際に利用可能な Ｐ t h dと一点で交差するのが有利である（安定な操
作を永久に保証する方法である）。選択された制御曲線Ｐは最大 のエンジン速度で
スロットル開度が１００％のエンジンの実際の特性の曲線と交わるのが好ましい。
【００２３】
　車両速度が遅い場合は、既に述べたように、電気モータは電流、従ってトルクに関して
制限されるので、利用可能な全ての 電力 を消費することができないことは理解
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できよう。より一般的には、電気駆動モータのトルクを制限している原因は他にも考えら
れる。例としては駆動制御系を挙げることができる。
【００２４】
　この系の作動効率を高めるために、スロットル位置の限界値を下記の修正値によって適
合させることができる。すなわち、アクチュエータ１５を制御するための手段が、繰返し
の度に下記のように限界位置を計算する：
　スロットル位置限界値＝最大スロットル位置－ｋ *（Ｐ t h d－Ｐ a－Ｐ t）
(ここで、Ｐ tは車両の駆動に使用される であり、Ｐ aは駆動に使用されない追加の

である )
　周辺機器による消費 については既に述べた通りである。以下で説明するように種
々の損失を考慮に入れるのも有利である。本明細書ではこの損失と周辺機器によって消費
される とを併せて追加の とよぶ。
【００２５】
　所望トルクＣを制御 Ｐに基づいて計算すると常に安定な動作に向かって収束する
ことは理解できよう。 の変化の原因としてドライバーによる作用で生じる原因以外
の原因を計算に入れることができるので上記の収束は一層高速になることは当業者は理解
できよう。このバージョンでは、駆動に使用されない追加 （Ｐａ）を考慮に入れる
ことを提案する。損失は鉄損、オルタネータおよび電気駆動モータでのジュール熱損失、
インバータでの損失、整流器での損失、および同様な他の損失を合計したものである。電
気要素の上記の全ての損失はモデリング（測定、実験、計算・）することができる。この
モデリングは中央処理装置３０にロードすることができ、各種パラメータ、例えば各要素
の動作温度、回転速度、電流、所望のトルクＣの測定または知識によってＰ a（追加

）を繰返しの度に計算することができる。
【００２６】
　制御 曲線Ｐに上述のように従う動作はアクセルへの正確な応答を確実にするので
動的とよばれ、機械的変速機を備えた従来の車両での最短の速度比での動作に少し似てい
る。
　しかし、従来のエンジンの効率がその負荷、すなわちガソリンエンジンのスロットル開
度から独立していないことも知られている。エンジンのトルクＣ t hを縦座標に、エンジン
の速度Ｒを横座標にとった［図３］に示すように、エンジンの比消費量はエンジンの速度
および負荷によって変化する。所与の利用可能な Ｐ t h dでは、最小燃料消費量を提
供する動作ポイントはやや遅いエンジン速度で且つ周知のように大きいスロットル開度に
位置している。
【００２７】
　以下ではより少ない燃料消費量を常に目指すことを目的とする有利な実施例を説明する
。この実施例では、アクセルへの良好な応答性を損なわずに操作ポイントをより大きいエ
ンジンの負荷に向かって進める。以下では、経済的制御から動的制御へ制御を自動的に変
化させる手段を提案する。
　消費量の点で有利な動作領域はやや遅い速度で且つやや大きいスロットル開度に位置す
るということが認められたので、 [図４ ]に示すような経済的な制御 曲線ＰＥ（より
簡単に「経済的制御」ともよぶ）も用いられる。 [図４ ]では、動的制御曲線ＰＤとよばれ
る [図２ ]と同等な制御 曲線が示されている。曲線ＰＥと曲線ＰＤとの間では異なる
動作ポイントで同じ を得ることができることがわかる。
【００２８】
　 [図４ ]の制御曲線ＰＤは [図２ ]の制御曲線Ｐと同じものである。この曲線では、３００
００ワットの が約３７５０回転／分の速度且つ約６０％の開度のスロットル位置（
動作ポイント「Ｂ」）で得られることがわかり、曲線ＰＥでは、同じ３００００ワットの

が約２５００回転／分の速度且つ約８０％の開度のスロットル位置（動作ポイント
「Ａ」）で得られることがわかる。
【００２９】
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　推進トルクを制御するためのユニット３１のプログラミングがこの経済的制御曲線ＰＥ
のみに基づく場合に、ドライバーが加速を必要とするとき、アクセル制御装置ＣＡへの適
当な作用に対する駆動伝達系全体の応答は、推進トルクを制御するためのユニット３１の
プログラミングが動的制御曲線ＰＤに基づく場合のアクセル制御装置ＣＡへの同じ適当な
作用に対する応答よりも遅い。これは第１の場合のアクチュエータＰＰが第２の場合より
も最大スロットル開度にはるかに近い位置にあることによる。加速度の保存は動的制御の
場合よりも経済的制御の場合の方がはるかに小さい。すなわち、経済的制御の場合はエン
ジンが速度を上げてより大きな 動力 を出すのに非常に時間がかかる。従って、
所望のトルクＣの増加が迅速でなく、車両の加速がパワフルでない。アクセルに対する応
答は遅く、機械的変速機を備えた従来の車両での最長の速度比での応答と少し似ている。
【００３０】
　この理由から極めて有利な変形例では、駆動伝達系の動作の限界値である一組の制御曲
線を実際に用いて動的制御曲線ＰＤから経済的制御曲線ＰＥへ自動的且つ徐々に変化させ
ることが提案されている。これは有効な制御が、加速要求への応答の動的特性を最適化す
るある制限モードと、エネルギー効率を最適化する他の制限モードとの間で自動的に変化
することを意味する。推進トルクを制御するためのユニット３１にプログラムされた制御
曲線は下記の通り：
【００３１】
【数５】
　
　
　
　
【００３２】
　ここで、「 Adjustment」は動作パラメータであり、「 Speed」は計算時のエンジンの速
度であり、「 Idling speed」はアイドリング時のエンジンの速度であり、「 Max.Speed」
は最大 でのエンジンの速度である。
　「 Adjustment」パラメータは用いるエンジンの特性動作曲線の関数として選択するのが
好ましい。
【００３３】
　一例として、制御は「 Adjustment」パラメータの値が約１．５の場合 (=Dyn.adjust.)に
は動的制御曲線ＰＤに従ってほぼ正確に定義され、「 Adjustment」パラメータの値が０．
７の場合 (=Eco.Adjust.）には経済的制御曲線ＰＥに従ってほぼ正確に定義されるが、こ
れに限定されるものではない。上記の値は単に説明のためのものであり、個々のケースに
応じて例えば経験に基づいて決定するのが最もよい。このパラメータの高い値は動的制御
に対応し、低い値は経済的制御に対応する。
【００３４】
　制限モードが決定されたとき、「 Adjustment」パラメータは自動的に以下のように簡単
に変化することができる。「 Adjustment」パラメータはドライバーによってアクセルが要
求される場合を除いて、動的制御を確実とするように選択された最大「 Dyn.Adjust.」値
から、常に「 Eco.Adjust.」値に向かう。
　これによってドライバーが加速していないときのＰＥ曲線への自動的変更、およびドラ
イバーが加速しているときのＰＤ曲線への自動的変更、またその逆も可能になる。
【００３５】
　上記の変更は例えば、ドライバーの運転の仕方を評価するための関連情報を簡単に分析
することによって移動時にリアルタイムで行うことができる。例えば、車両速度、アクセ
ル制御装置ＣＡの位置、特にこの位置の全ての変化、特に変化の速度、最後の変化から経
過した時間を考慮に入れることができる。
　別の変形例では、低速での車両操作の柔軟性を良くするために「 Adjustment」パラメー
タに下限値を導入する。この場合「 Adjustment」パラメータは「 Dyn.Adjust.」とよぶ高
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い値と「 Min.Adjust.」とよぶ低い値との間で変化し、「 Min.Adjust.」は以下のように計
算する：
【００３６】
【数６】
　
　
　
　
【００３７】
　ここで、「ｖ」は瞬間的車両速度であり、この上限は「 Speed threshold」である。
　これによって低速での車両操作の快適性が向上することがわかった。低速でやや動的な
状態を維持する制御曲線によって運転はより柔軟になる。速度閾値は１５～３０ｋｍ／時
、例えば２０ｋｍ／時に固定される。速度閾値より上の速度では「 Adjustment」パラメー
タを管理することによって経済的制御が可能になる。
　下記の変形例では、推進トルクを制御するためのユニット３１の実際的なプログラミン
グが示されている。このプログラミングによって、ドライバーがアクセルペダルの位置を
迅速に変えてパワフルに加速する意図を見せるときに、駆動伝達系の反応を可能な限り動
的にすることができる。この関数を実施するためにアクセル制御装置ＣＡの位置の導関数
を用いる。この導関数の値によって動的制御曲線ＰＤに多少速く近づくことができる。一
定の時間の遅れの後、経済的制御曲線ＰＥに徐々に戻る。
【００３８】
　［図４］を参照する。経済的制御曲線ＰＥ上の動作ポイント（１）を原点として取る。
スロットル開度が６０％で且つ速度が１２００回転／分であり、エンジンは９０００ワッ
トを供給している。ドライバーが大きな加速をしようとアクセルペダルを急に押し下げ、
スロットル開度が８０％になるような位置にアクセルペダルを持っていく。アクセルペダ
ルの経時的位置を示す信号の導関数を例えば閾値と比較して分析すると、制御曲線はより
動的な制御曲線、すなわちＰＤのような曲線に向かって変化したが、スロットルは位置を
変更している途中である。有効に制御された は動作ポイント（２）に対応する

すなわち２０００ワットである。このときには、エンジンから供給された 動力
と電気駆動モータ２１を制御する 電力 との平衡状態はない。従って、［図２

］の説明で述べたように、エンジンは速度を上げることによって車両を加速することがで
きる。
【００３９】
　一例として、動作ポイント（１）から動作ポイント（２）への変化は普通車において手
動変速機を用いて下げる変化に対応する。動作ポイント（３）は迅速に達成される。適当
な時間の遅れの後、より経済的な制御曲線に徐々に戻ることができる。説明を簡単にする
ために、制御ポイントがポイント（４）へ進むと仮定する。ここでも、エンジンから供給
される 動力 と所望のトルクＣを決定する とは平衡でなくなる。エンジン
１０は過負荷である。ここで、推進トルクを制御するためのユニット３１が経済的制御曲
線ＰＥに従って動作するにつれて、これらの はエンジン１０の速度が低下した後に
ポイント（５）でほぼ一定なスロットル位置で平衡になる。実際には、制御曲線の変化は
連続的なので動作ポイントの進行は［図４］に示されるほど急激ではない。
　上記の動作は下記のプログラミング展開によって得ることができる。
【００４０】
【数７】
　
　
　
　
【００４１】
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　ここで、「ｖ」は瞬間的車両速度であり、この上限は「 Speed threshold」である。
【００４２】
【数８】
　
　
　
【００４３】
　ここで、アクセル制御装置ＣＡの位置の時間に対する一次導関数が負またはゼロである
ときＤ＝０、アクセル制御装置ＣＡの位置の一次導関数が正であるとき、Ｄ＝一次導関数
の値、ここでｋは１に限定される。
　ある条件下では、ドライバーが長時間にわたって全 を必要とすることがある。こ
れは例えば追い越しをする場合などである。この場合は、従来の車両の自動変速機で周知
な「キックダウン」効果を得るように、推進トルクを制御するためのユニット３１をプロ
グラムできるのが有利である。ドライバーはアクセル制御装置ＣＡを下がるところまで押
し、全 が要求される限りこの完全な押し下げ状態を維持することによって意志を示
す。
【００４４】
　可能な限り動的な制御曲線、すなわち曲線ＰＤを用いることは理解できよう。
スロットル開度は上記の限界値（電気駆動モータ、駆動制御系・の飽和）の範囲内で最大
に達する。この場合は、ドライバーがアクセルペダルを押し下げ続ける限り、パラメータ
ｋは値１のままである。アクセルペダルが押し下げられている限り、アクチュエータＰＰ
の最大開度動作ポイントは維持される。
【００４５】
　本発明の一実施例では、従来の車両のエンジンブレーキに匹敵する効果を与えるために
、電気駆動モータをゼネレータとして作動させることができる。この場合は、制動制御ユ
ニット１４を介して電線路に接続された電気エネルギー吸収装置を車両に備え付ける。こ
の制動制御ユニット１４は回復という意味において進行するエネルギーの移動を自動的に
検出し、これを電気エネルギー吸収装置に伝える。制動が生じた時からアクチュエータＰ
Ｐはトルク制御ユニット３１によってアイドリング位置に既に配置されている（詳細は以
下の［図５］の説明で述べる）。その結果、電気駆動モータがオルタネータとして動作し
かつ車両に制動力を印加するときに、上記の電気駆動モータによって供給された電気エネ
ルギーが吸収される。
【００４６】
　電気駆動モータ１０がゼネレータとして動作しているときにこの電気駆動モータ１０か
ら供給された電気エネルギーは電線路１２に接続された負荷によって消費される。本発明
は駆動伝達系の制御がオルタネータ１１と電気モータ２１との間の緩衝器としてバッテリ
を使用せずに動作できるように構成されているという特別な特徴を有するので、電気エネ
ルギー吸収装置は制動エネルギーを放散するための単純な電気抵抗器１４０にすることが
できる。アクセル制御装置ＣＡの所定の閾値は車両速度に比例していることが望ましい。
【００４７】
　［図５］では、横軸線がドライバーの意志によるアクセル制御装置ＣＡの位置を示し、
縦軸線がこの位置の有効なアクセル制御装置ＣＡ e（正または負、定量化）への移動を示
す。一組の曲線が示され、各曲線は車両速度に対応している。全ての曲線（ゼロの車両変
位速度に対応する１つの曲線を除く）は加速要求が負で可変な第１の部分と、加速要求が
正で可変な第２の部分と、加速要求が正で一定の第３の部分とを有する。
【００４８】
　既に述べたように、正の加速要求によってトルク制御ユニット３１は所望のトルクＣを
決定することができる。負の加速要求によってトルク制御ユニット３１はエネルギー吸収
装置１４を制御し、所望の「アイドリング」値をアクチュエータＰＰ制御装置に送信し（
電線路１２に接続された他の周辺機器が、エンジンブレーキ段階で電気モータ２１の供給
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する電気エネルギーよりも大きいエネルギーを要求する場合を除く）、絶対値の大小にか
かわらず負の所望のトルクＣをインバータ２２に送ることができる。従って、制動トルク
（モータ２１はトルクに関して制御されていることを想起されたい）はアクセルペダルの
位置と瞬間的車両速度の関数である（［図５］参照）。所望のトルクＣを電気駆動モータ
２１によって許容可能な最大電流の関数として、さらに、車両に取付けられた散逸抵抗器
または同等のエネルギー吸収装置にとって許容可能な最大電力の関数として制限すること
が好ましい。
【００４９】
　加速要求がゼロである場合のアクセル制御装置ＣＡの位置を「ニュートラル位置」とよ
ぶ。この位置は車両速度に依存する。ペダルの位置がニュートラル位置よりも下側にある
場合は、駆動伝達系はエンジンブレーキとして動作する。［図５］の曲線の加速要求が正
で一定である第３の部分のアクセル制御装置ＣＡの任意の位置は「キックダウン位置」と
よぶ。ニュートラル位置とキックダウン位置との間では、駆動伝達系の動作は既に述べた
通りの動作であり、ここでは動的制御ＰＤと経済的制御ＰＥとが自動的かつ一定で適合す
る。キックダウン領域での動作は既に述べた通りのものである。
【００５０】
　例えばゼロ速度では、ニュートラルがアクセルペダルのゼロの所にあるので、エンジン
ブレーキ領域が全くなく、従って電気制動を行うことができない。車両速度が上がるとき
に、ニュートラルは変位し、制動領域が増大し、駆動領域が減少する。
　アクセル制御装置ＣＡが静止し且つ車両変位速度がゼロの場合に、坂道発進を容易にし
たり、斜面に車を止めておくために、ドライバーがアクセル制御装置ＣＡに作用しない限
り、推進トルクを制御するためのユニットは車両速度がゼロ値に維持されるように所望の
トルクＣを計算するのが有利である。
【００５１】
　制動時にエネルギーを回復するために、電気エネルギーを蓄積するための手段、例えば
電気化学的バッテリまたは同等の任意の装置を使用できることは理解できよう。蓄積容量
は（車両が重くならないように）大きくない方が有利であり、アクセル制御装置ＣＡによ
って車両の加速要求が示された時に、制御装置３２は先ず最初にバッテリを空にし、その
後、アクチュエータＰＰに作用するようにするのが有利である。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の直列ハイブリッド車両の駆動伝達系の全体図。
【図２】　アクチュエータＰＰの各種値での回転速度を関数とするエンジン動力を示すグ
ラフ。
【図３】　回転速度 関数と エンジントルクを示すグラフでの等消費量（ iso-consom
mation）を表したチャート。
【図４】　エンジン回転速度を関数と 種々の動作ポイント 示すグラフ。
【図５】　アクセル制御装置ＣＡの動作を示す線図。
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】
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